
 

貸 借 対 照 表 
（平成 27年 3月 31日現在） 

   (単位：円) 

借     方 貸     方 

科     目 金     額 科     目 金     額 

（資産の部）  （負債の部）  

Ⅰ 流動資産 1,326,929,646 Ⅰ 流動負債 131,181,487 

  現金預金 698,748,822   未払金 6,755,292 

  ＣＭＳ 300,000,000  預り金 688,629 

  営業未収入金 13,927,496   未払法人税等 45,074,200 

 有価証券 300,000,000  未払消費税 7,027,800 

  貯蔵品 438,481   賞与引当金 5,686,311 

 未収入金 1,307,774  前受金 65,949,255 

  立替金 1,812,885     

  前払費用 4,873,036    

  貸倒引当金 -102,288    

  繰延税金資産 5,923,440    

        

Ⅱ 固定資産 1,591,053,262 Ⅱ 固定負債 463,990,138 

  １有形固定資産 1,411,296,291  受入敷金保証金 431,207,472 

  建物 1,055,154,817   退職給付引当金 32,782,666 

  構築物 130,665,911     

 機械装置 222,332,059   

 車輛運搬具 93,912   負 債 計 595,171,625 

  器具備品 2,083,039   

  建設仮勘定 966,553    

      （純資産の部）  

  ２無形固定資産 429,171 Ⅰ 株主資本 100,000,000 

  電話加入権 429,171   資本金 100,000,000 

       

    Ⅱ 利益剰余金 2,222,811,283 

  ３投資その他の資産 179,327,800   利益準備金 21,400,000 

  投資有価証券 166,890,000   その他利益準備金 1,006,000,000 

  差入敷金保証金 759,360    別途積立金 1,000,000,000 

  長期前払費用 86,490    配当平均積立金 6,000,000 

  繰延税金資産 11,591,950   繰越利益剰余金 1,195,411,283 

       

         

     純資産の部合計 2,322,811,283 

     

合     計 2,917,982,908 合     計 2,917,982,908 
 

 

 

 



 

 
 
 
 

損 益 計 算 書 
 

自 平成２６年 ４月 １日 

至 平成２７年 ３月３１日 

 

（単位：円） 

科     目 金     額 

営業収益 

営業費及び一般管理費 

１，２０５，４７８，１１４ 

１，００７，４５８，４２３ 

営 業 利 益 １９８，０１９，６９１ 

営業外収益 

 受取利息 

 雑収入 

営業外費用 

 雑損失 

４，４７１，５５７ 

３，３５２，４６６ 

１，１１９，０９１ 

１９５，１８３ 

１９５，１８３ 

経 常 利 益 ２０２，２９６，０６５ 

特別損失 

 固定資産廃棄損 

１７，５６６，９８５ 

１７，５６６，９８５ 

税 引 前 当 期 純 利 益 １８４，７２９，０８０ 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ７１，２８８，４３５ 

法 人 税 等 調 整 額 △２，７０２，３２９ 

当 期 純 利 益 １１６，１４２，９７４ 

 

 



 

 

 

 

 

株主資本等変動計算書（１） 

   自 平成 26 年 4 月 1 日  

   至 平成 27 年 3 月 31 日 （単位：円） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己   

株式 
株主資本合計 

資本            

準備金 

その他

資本剰

余金 

資本剰

余金 

合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金       

合計 配当平均    

積立金 
別途積立金 

繰越利益       

剰余金 

当期首 

残高 
100,000,000        20,200,000 6,000,000  1,000,000,000  1,092,468,309 2,118,668,309 0  2,218,668,309 

当期変

動額 
                      

新株の

発行 
                      

剰余金

の配当 
        1,200,000      -13,200,000 -12,000,000    -12,000,000 

圧縮積

立金の

取崩 

                      

別途積

立金の

積立 

                 

当期純

利益 
              116,142,974 116,142,974  116,142,974 

自己 

株式の

取得 

                      

自己株

式の 

処分 

                      

株主以外

の項目の

当期      

変動額

（純額） 

                      

当期 

変動額

合計 

        1,200,000 0  0  102,942,974 104,142,974 0  104,142,974 

当期末

残高 
100,000,000        21,400,000 6,000,000  1,000,000,000  1,195,411,283 2,222,811,283 0  2,322,811,283 



 

株主資本等変動計算書（２） 

 自 平成 26 年 4 月 1 日  

 至 平成 27 年 3 月 31 日 （単位：円） 

  

評価・換算差額等 

新株 

予約権 
純資産合計 その他有

価証券評

価差額金 

繰越ヘッジ  

損益 

土地再評

価差額金 

評価・換算

額等合計 

当期首残高           2,218,668,309 

当期変動額             

新株の発行             

剰余金 

の配当 
          -12,000,000 

圧縮積立金

の取崩 
            

別途積立金

の積立 
           

当期純利益           116,142,974 

自己株式の  

取得 
            

自己株式の  

処分 
            

株主以外の

項目の当期      

変動額 

（純額） 

            

当期変動額  

合計 
          104,142,974 

当期末残高           2,322,811,283 

 

 

 

 

 



 

個 別 注 記 表 

（重要な会計方針） 

１．有価証券の評価基準及び方法 

（１）満期保有目的有価証券…償却原価法 

（２）その他有価証券 

   時価のないもの…移動平均法による原価法 

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）原材料及び貯蔵品…先入先出法による原価法 

３．固定資産の減価償却法 

（１）有形固定資産…定率法 

なお、平成 10年 4月 1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、 

定額法としております。 

４．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借り主に移転するもの以外のファイナンスリース取引については、 

  通常の賃貸取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

  なお、未経過のリース総額は 4,328,300円であります。 

５．引当金の計上基準 

 （１）貸倒引当金…債権の貸し倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法 

上の規程による法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して 

計上しております。 

 （２）賞与引当金…従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上して 

おります。 

（３）退職給付引当金…従業員の退職給付に充てるため、退職金規定に基づく期末要支給額 

により計上しております。 

６．消費税等の会計処理 

（１）消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

（貸借対照表に関する注記） 

１. 国庫補助金の圧縮記帳累計額    110,476,191 円 

（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 

賞与引当金        2,010,679円 

未払事業税        3,912,761円 

繰延税金資産（流動）合計 5,923,440円 

繰延税金資産（固定） 

退職給付引当金      11,591,950 円 

繰延税金資産（固定）合計 11,591,950 円 

２．法人税率の変更等による影響 

平成 27 年 4 月 1 日以降に開始する会計年度から法人税の引下げ等が行われることになり

ました。 

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の

37.11％から、平成 27 年 4 月 1 日以降に開始する会計年度に解消が見込まれる一時差異につ

いて 35.36％に変更されます。この税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 



 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１.  発行済株式の種類及び発行済株式数に関する事項 

 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘  要 

発行済株式 

普通株式 

 

200,000 

 

0 

            

 0 

     

 200,000 

 

合   計 200,000 0 0 200,000  

２． 剰余金の配当に関する事項 

(1)当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決  議 株式の種類 配当金の総額 
1株当たりの 

配 当 金 
基準日 効力発生日 

平成26年6月26日 

定時株主総会 
普通株式 12,000,000円 60円 

平成26年 

3月31日 

平成26年 

6月26日 

 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの 

決議予定 株式の種類 
配当金の 

原  資 
配当金の総額 

1株当たりの 

配 当 金 
基準日 効力発生日 

平成27年6月25日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 12,000,000円 60円 

平成27年 

3月31日 

平成27年 

6月25日 

 

（その他の注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額…4,146,450,047円 


